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議案第８７号 

 

 

令和６年度登米市水道事業会計補正予算（第４号） 

  

 

 （総則） 

第１条 令和６年度登米市水道事業会計の補正予算（第４号）は、次に定める 

ところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 令和６年度登米市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２条

に定めた業務の予定量を次のとおり補正する。 

（ 科 目 ） （既決予定量） （補正予定量） （計） 

（４）主な建設改良事業    

ア 浄水施設整備事業 723,425千円 75千円 723,500千円 

イ 配給水施設整備事業 1,262,625千円 852千円 1,263,477千円 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 予算第３条に定めた収益的支出の予定額を次のとおり補正する。 

支       出 

（科  目） (既決予定額) (補正予定額) ( 計 ) 

第９款 水道事業費用 2,798,807 千円 7,359 千円 2,806,166 千円 

第１項 営業費用 2,650,819 千円 7,359 千円 2,658,178 千円 

 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 予算第４条本文括弧書中「不足する額 1,246,466 千円は、過年度分損

益勘定留保資金 1,110,080 千円」を「不足する額 1,247,393 千円は、過年度

分損益勘定留保資金 1,111,007 千円」に改め、資本的支出の予定額を次のと

おり補正する。 

支        出 

（科  目） (既決予定額) (補正予定額) ( 計 ) 

第 11 款 資本的支出 2,757,050 千円 927 千円 2,757,977 千円 

第１項 建設改良費 1,986,050 千円 927 千円 1,986,977 千円 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第５条 予算第８条に定めた議会の議決を経なければ流用することのできない

経費の予定額を次のとおり補正する。 

（科 目） （既決予定額） （補正予定額） （計） 

   職員給与費 215,618千円 8,341千円 223,959千円 

 

令和６年１２月１９日提出 

 

                  登米市長  熊 谷 盛 廣 
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（１）収益的収入及び支出

支　　出
（単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計

９ 2,798,807 7,359 2,806,166

1 営 業 費 用 2,650,819 7,359 2,658,178

1 原 水 及 び 浄 水 費 574,067 1,066 575,133

2 配 水 費 448,191 1,251 449,442

3 給 水 費 120,121 257 120,378

5 業 務 費 200,427 132 200,559

6 総 係 費 97,880 4,653 102,533

8 減 価 償 却 費 1,185,374 0 1,185,374

9 資 産 減 耗 費 24,759 0 24,759

2 営業外費用 127,297 0 127,297

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

127,297 0 127,297

3 特 別 損 失 691 0 691

4 臨 時 損 失 361 0 361

5 過 年 度 損 益 修 正 損 330 0 330

4 予 備 費 20,000 0 20,000

1 予 備 費 20,000 0 20,000

１．令和６年度登米市水道事業会計補正予算（第４号）実施計画

 
水
 
 
道
 
 
事
 
 
業
 
 
費
 
 
用
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（２）資本的収入及び支出

支　　出
（単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計

11 2,757,050 927 2,757,977

1 建設改良費 1,986,050 927 1,986,977

3 浄 水 施 設 整 備 費 723,425 75 723,500

5 配 給 水 施 設 整 備 費 1,262,625 852 1,263,477

2
企 業 債
償 還 金

771,000 0 771,000

1
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

769,826 0 769,826

2 そ の 他 の 企 業 債 1,174 0 1,174

 
 
資
 
本
 
的
 
支
 
出
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（単位：千円）

既決予定額 補正後の予定額 比較増減

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は損失） △ 71,813 △ 79,177 △ 7,364

減価償却費 1,186,049 1,186,049 0

貸倒引当金の増減額(△は減少) 768 768 0

退職給付引当金の増減額(△は減少) 27,111 30,303 3,192

賞与等引当金の増減額(△は減少) 885 1,161 276

長期前受金戻入額 △ 252,156 △ 252,156 0

受取利息及び受取配当金 △ 457 △ 457 0

支払利息 127,297 127,297 0

固定資産除却損益（△は益） 24,759 24,759 0

未収金の増減額(△は増加) △ 710 △ 710 0

未払金の増減額(△は減少) 31,986 31,986 0

たな卸資産の増減額(△は増加) △ 3,394 △ 3,394 0

前払費用の増減額(△は増加) 278 278 0

前払金の増減額（△は増加） 185,144 185,144 0

前受金の増減額(△は減少) △ 101,100 △ 101,100 0

その他流動負債の増減額(△は減少) △ 1,809 △ 1,809 0

小計 1,152,838 1,148,942 △ 3,896

利息及び配当金の受取額 457 457 0

利息の支払額 △ 127,297 △ 127,297 0

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,025,998 1,022,102 △ 3,896

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 2,285,948 △ 2,286,875 △ 927

負担金による収入 650 650 0

補償金による収入 85,158 85,158 0

国庫補助金による収入 406,357 406,357 0

一般会計からの繰入金による収入 100,460 100,460 0

未収金の増減額(△は増加) △ 80,449 △ 80,449 0

未払金の増減額(△は減少) 60,681 60,681 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,713,091 △ 1,714,018 △ 927

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための
企業債による収入

1,227,500 1,227,500 0

建設改良費等の財源に充てるための
企業債の償還による支出

△ 771,000 △ 771,000 0

他会計からの出資による収入 39,331 39,331 0

加入金による収入 6,732 6,732 0

財務活動によるキャッシュ・フロー 502,563 502,563 0

　 資金増加額 △ 184,530 △ 189,353 △ 4,823

 　資金期首残高 2,550,918 2,550,918 0

　 資金期末残高 2,366,388 2,361,565 △ 4,823

２．令和６年度登米市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（補正第４号）

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）
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３．給　与　費
　１　総　　括

給　　　　　与

特別職(※1) 一般職 報　酬 給　料
（人） （人） （千円） （千円）

12
（2）

22
219 93,344

12
（2）

22
219 90,903

0
（0）

0
0 2,441

時間外勤務手当 　管理職員特別

（千円） 　勤務手当（千円）

補 正 後 6,558 88

補 正 前 6,609 88

比 較 △ 51 0

児童手当 寒冷地手当

（千円） （千円）

補 正 後 1,220 1,652

補 正 前 1,220 1,484

比 較 0 168

給　　　　　与

特別職(※1) 一般職 報　酬 給　料
（人） （人） （千円） （千円）

12
（1）

22
219 91,368

12
（1）

22
219 89,141

0
（0）

0
0 2,227

時間外勤務手当 　管理職員特別

（千円） 　勤務手当（千円）

補 正 後 6,558 88

補 正 前 6,609 88

比 較 △ 51 0

児童手当 寒冷地手当

（千円） （千円）

補 正 後 1,220 1,652

補 正 前 1,220 1,484

比 較 0 168

（千円）

区 分
職　員　数

1,234

1,234

2,864

扶養手当

住居手当

（千円）
区　　　　　分

補 正 後

補 正 前

比 較

区　　　　　分

　注：（　）内は「ア　会計年度任用職員以外の職員」の再任用短時間勤務職員及び「イ　会計年度任用職員」のパートタイム職員外書き

  注：（※１）は上下水道事業運営審議会委員の総数を記載している。

手
当
の
内
訳

0

　ア　会計年度任用職員以外の職員

2,864

0

区 分
職　員　数

補 正 前

比 較

手
当
の
内
訳

区　　　　　分
扶養手当

（千円）

2,864

2,864

0

区　　　　　分

1,234

（千円）

1,234

　注：（　）内は再任用短時間勤務職員外書き

  注：（※１）は上下水道事業運営審議会委員の総数を記載している。

補 正 後

住居手当

0
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明　細　書

　　　　　費

　手　当（※２） 計
（千円） （千円） （千円） （千円）

100,431 193,994 29,965 223,959

94,905 186,027 29,591 215,618

5,526 7,967 374 8,341

注：（※２）は引当金繰入額を含む。

管理職手当 期末手当(※) 勤勉手当(※) 通勤手当

（千円） （千円） （千円） （千円）

1,451 21,775 18,078 1,831

1,451 20,790 17,175 1,831

0 985 903 0

退職給付費(※) 合計

（千円） （千円）

43,680 100,431

40,159 94,905

3,521 5,526

注：（※）は引当金繰入額を含む。

　　　　　費

　手　当（※２） 計
（千円） （千円） （千円） （千円）

99,809 191,396 29,536 220,932

94,244 183,604 29,160 212,764

5,565 7,792 376 8,168

注：（※２）は引当金繰入額を含む。

管理職手当 期末手当(※) 勤勉手当(※) 通勤手当

（千円） （千円） （千円） （千円）

1,451 21,444 17,787 1,831

1,451 20,430 16,874 1,831

0 1,014 913 0

退職給付費(※) 合計

（千円） （千円）

43,680 99,809

40,159 94,244

3,521 5,565

注：（※）は引当金繰入額を含む。

合　計法定福利費(※２)

　注：（　）内は「ア　会計年度任用職員以外の職員」の再任用短時間勤務職員及び「イ　会計年度任用職員」のパートタイム職員外書き

合　計法定福利費(※２)
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給　　　　　与

特別職 一般職 報　酬 給　料
（人） （人） （千円） （千円）

0
（1）

0
0 1,976

0
（1）

0
0 1,762

0
（0）

0
0 214

  注：（　）内はパートタイム職員外書き

２　給料及び職員手当の増減額の明細

　給与改定に伴う増減分

　昇給に伴う増加分

　その他の増減分

　制度改正に伴う増減分

　その他の増減分

３　給料及び職員手当の状況

（１）職員一人当り給与

区　　　　分 企業職

増減事由別内訳（千円）区　　分

給　　料

手　　当

2,441

補　　正　　前
令和６年４月１日現在

平均給料月額（円） 328,337

平均給与月額（円） 355,837

平 均 年 齢 （歳） 45歳7月

補　　正　　後
令和６年４月１日現在

平均給料月額（円）

平均給与月額（円） 364,136

平 均 年 齢 （歳） 45歳7月

336,636

5,526

増減額（千円）

比 較

　イ　会計年度任用職員

区 分
職　員　数

補 正 後

補 正 前
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　　　　　費

手　当 計
（千円） （千円） （千円） （千円）

622 2,598 429 3,027

661 2,423 431 2,854

△ 39 175 △ 2 173

2,441

0

0

5,647

△ 121

（２）初任給

企　業　職

（円）

高　校　卒 188,000

大　学　卒 220,000

行政職

188,000

220,000

一般会計の制度（円）

増減事由別内訳（千円）

区　　分

令和６年人事院勧告に伴う影響額

会計年度任用職員の任用実績による増減

備　　　　　　　　　考

令和６年人事院勧告に伴う影響額

法定福利費 合　計
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（３）級別職員数

級 職員数 (人) 構成比 (％)

１級 4 18.2

２級 1 4.5

（1） （100.0)
3 13.6

４級 12 54.7

５級 0 0.0

６級 1 4.5

７級 1 4.5

（1） （100.0)

22 100.0

１級 4 18.2

２級 1 4.5

（1） （100.0)
3 13.6

４級 12 54.7

５級 0 0.0

６級 1 4.5

７級 1 4.5

（1） （100.0)
22 100.0

注 :（　）内は再任用短時間勤務職員外書き

（４）昇給

合　計 企業職

22 22

17 17

１号俸（人） 0 0

２号俸（人） 0 0

３号俸（人） 0 0

４号俸（人） 17 17

77.3% 77.3%

22 22

17 17

１号俸（人） 0 0

２号俸（人） 0 0

３号俸（人） 0 0

４号俸（人） 17 17

77.3% 77.3%

（５）期末手当・勤勉手当

支給率計

６月（月分） 12月（月分） （月分）

2.250(1.175) 2.350(1.225) 4.60(2.400) 有

2.250(1.175) 2.250(1.175) 4.50(2.350) 有

2.250(1.175) 2.350(1.225) 4.60(2.400) 有
注 :（　）内は再任用短時間勤務職員の支給率

区　　　分

区　　　分
企　業　職

補正後
令和６年４月１日現在

３級

合計

補正前
令和６年４月１日現在

３級

合計

補
正
後 号俸数別内訳

比率（Ｂ）/（Ａ）（％）

補
正
前

職員数（Ａ）（人）

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

号俸数別内訳

比率（Ｂ）/（Ａ）（％）

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

職員数（Ａ）（人）

一般会計の制度

制度上の段階、職務の
級等による加算措置

区　　　分
支給期別支給率

補　　正　　後

補　　正　　前
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(単位：千円）
１  営業収益

（１）  給水収益 2,249,000
（２）  その他営業収益 37,535 2,286,535

２  営業費用
（１）  原水及び浄水費 524,075
（２）  配水費 415,507
（３）  給水費 111,219
（４）  業務費 183,165
（５）  総係費 100,019
（６）  減価償却費 1,185,374
（７）  資産減耗費 24,759 2,544,118

営業利益（△損失） △ 257,583

３  営業外収益
（１）  受取利息及び配当金 457
（２）  負担金補助金及び補償金 20,108
（３）  事務手数料 56,376
（４）  長期前受金戻入 252,156
（５）  雑収益 11 329,108

４  営業外費用
（１）  支払利息及び企業債取扱諸費 127,297
（２）  雑支出 22,981 150,278 178,830

経常利益（△損失） △ 78,753

５  特別利益
（１）  その他特別利益 205 205

６  特別損失
（１）  臨時損失 329
（２）  過年度損益修正損 300 629 △ 424

７  当年度純利益（△損失） △ 79,177

８  前年度繰越利益剰余金（△欠損金） 338,113

９  当年度未処分利益剰余金（△未処理欠損金） 258,936

４．令和６年度登米市水道事業予定損益計算書
（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）
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             資　　産　　の　　部 （単位：千円）

１　固　定　資　産

(1) 有形固定資産

ア  土　　　地 240,633

イ  建　　　物 1,968,636

  減価償却累計額 △ 910,569 1,058,067

ウ  構　築  物 42,640,659

  減価償却累計額 △ 20,977,946 21,662,713

エ  機械及び装置 6,074,280

  減価償却累計額 △ 3,801,145 2,273,135

オ  車 両 運 搬 具 23,809

  減価償却累計額 △ 22,628 1,181

カ  工具器具及び備品 111,971

  減価償却累計額 △ 66,790 45,181

キ  建設仮勘定 682,300

 有形固定資産合計 25,963,210

(2) 無形固定資産

ア  水  利  権 6,774

イ  電話加入権 2,709

 無形固定資産合計 9,483

(3) 投資その他の資産

ア  長期貸付金 300,000

 投資その他の資産合計 300,000

 固 定 資 産 合 計 26,272,693

２  流  動  資  産

(1)  現 金 預 金 2,361,565

(2)  未 収 金 291,190

 貸倒引当金 △ 4,704 286,486

(3)  貯 蔵 品 34,916

流 動 資 産 合 計 2,682,967

資  産  合  計 28,955,660

５.令和６年度登米市水道事業予定貸借対照表

（令和７年３月３１日）
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           負  債  の  部 （単位：千円）

３  固  定  負  債

(1) 企　業　債  

ア  建設改良費等の財源に
 充てるための企業債

イ  その他の企業債 8,379

 企業債合計 9,915,404

(2) 引  当  金  

ア  退職給付引当金 206,503

 引当金合計 206,503

 固 定 負 債 合 計 10,121,907

４  流  動  負  債

(1) 企　業　債  

ア  建設改良費等の財源に
 充てるための企業債

イ  その他の企業債 1,178

 企業債合計 713,442

(2) 未　払　金 246,757

(3) 引  当  金  

ア  賞与等引当金 11,174

 引当金合計 11,174

流 動 負 債 合 計 971,373

５  繰　延　収　益

 長期前受金 11,293,475

 収益化累計額 △ 5,253,595

 繰延収益合計 6,039,880

負   債   合   計 17,133,160

資  本  の  部

６  資   本   金

(1) 固有資本金 60,092

(2) 繰入資本金（出資金） 5,026,802

(3) 組入資本金 6,451,479

資  本  金  合  計 11,538,373

７  剰   余   金

(1) 資本剰余金

ア  受贈財産評価額 15,904

イ  国庫補助金 9,287

資 本 剰 余 金 合 計 25,191

(2) 利益剰余金

ア  当年度未処分利益剰余金 258,936

利 益 剰 余 金 合 計 258,936

剰   余   金   合   計 284,127

資    本     合     計 11,822,500

負  債  資  本  合  計 28,955,660

9,907,025

712,264
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６．注記事項 

 

Ⅰ 重要な会計方針 

   平成26年度より改正後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

 

１ 資産の評価基準及び評価方法              

     貯蔵品   先入先出法による原価法 

 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

     ・減価償却の方法    定額法 

     ・主な耐用年数 

       建物           16年 ～ 65年 

       構築物           8年 ～ 60年 

       機械及び装置       2年 ～ 30年 

       車両           4年 ～  6年 

       工具器具及び備品     2年 ～ 20年 

 

(2) 無形固定資産  

     ・減価償却の方法   定額法 

       水利権          20年 

       電気通信施設利用権    20年 

 

 

３ 引当金の計上基準 

(1) 退職給付引当金 

当年度末における職員に対する退職手当の要支給額（228,696 千円）から、宮城県市町

村職員退職手当組合における積立金相当額（22,193 千円）を控除した額を計上している。 

  (2) 賞与等引当金 

職員の期末手当、勤勉手当の支給及び手当の支給に伴う法定福利費の支払いに備える

ため、当事業年度末における支給見込額に基づき、翌年度の支給見込額のうち当該事業

年度の負担に属する額を計上している。 

     (3) 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上して

いる。 

 

 

４ その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項 

(1) 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 
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Ⅱ 予定貸借対照表関係 

  １ 企業債の償還に係る他会計の負担 

(1) 貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む）のうち、一般

会計が負担すると見込まれる額は、129,287千円である。 

 

 ２ みなし償却制度の廃止に伴う経過措置 

    (1) 平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に

資本剰余金として整理している額については、平成２６年３月３１日以前に取得又は改良

した資産で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別に把握できる資産を除

いたすべての資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は

除く）を対象とした按分等の方法を用いて合理的に整理している。 

 

 

Ⅲ リース契約により使用する固定資産 

１ リース取引の処理方法 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理としている。 

  

    未経過リース料相当額は、下記の通り。 

 

    (1) 所有権移転外ファイナンス・リース取引 
 

１年内 3,825千円 

１年超 4,912千円 

合計 8,737千円 

 

 

Ⅳ その他の注記 

１ 賞与等引当金の取崩し 

令和６年度において、職員の期末手当、勤勉手当の支給及び手当の支給に伴う法定福利費

として10,013千円を使用する見込みである。 

  ２ 貸倒引当金の取崩し 

     令和６年度において、債権の不納欠損処分 320 千円に対して貸倒引当金 320 千円を使用す

る見込みである。 
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７．収 益 的 収 入

 支　　出

9 水 道 事 業 2,798,807 7,359 2,806,166
費 用

1 営 業 費 用 2,650,819 7,359 2,658,178

1 原 水 及 び 574,067 1,066 575,133
浄 水 費

2 配 水 費 448,191 1,251 449,442

3 給 水 費 120,121 257 120,378

5 業 務 費 200,427 132 200,559

6 総 係 費 97,880 4,653 102,533

千円 千円 千円

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計
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及 び 支 出 見 積 書

1 職 員 給 与 費 984 一般職員　２名
　給料 541
　手当 315
　法定福利費 46
　退職手当組合負担金 82

2 賞 与 等 引 当 金 82 賞与等引当金繰入額 82
繰 入 額

1 職 員 給 与 費 1,248 一般職員　６名　会計年度任用職員　１名
　給料 575
　手当 542
　法定福利費 76
　退職手当組合負担金 55

2 賞 与 等 引 当 金 58 賞与等引当金繰入額 58
繰 入 額

6 旅 費 △ 55 費用弁償 △ 55

1 職 員 給 与 費 241 一般職員　２名
　給料 101
　手当 100
　法定福利費 25
　退職手当組合負担金 15

2 賞 与 等 引 当 金 16 賞与等引当金繰入額 16
繰 入 額

1 職 員 給 与 費 124 一般職員　１名
　給料 52
　手当 52
　法定福利費 13
　退職手当組合負担金 7

2 賞 与 等 引 当 金 8 賞与等引当金繰入額 8
繰 入 額

1 職 員 給 与 費 1,349 一般職員　６名
　給料 729
　手当 427
　法定福利費 89
　退職手当組合負担金 104

2 賞 与 等 引 当 金 112 賞与等引当金繰入額 112
繰 入 額

7 退 職 給 付 費 3,192 退職給付引当金繰入額 3,192

千円 千円

節
説　　明

区　　分 金　額
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８．資 本 的 収 入

 支　　出

11 資本的支出 2,757,050 927 2,757,977

1 建 設 改 良 費 1,986,050 927 1,986,977

3 浄 水 施 設 723,425 75 723,500
整 備 費

5 配 給 水 施 設 1,262,625 852 1,263,477
整 備 費

款 項 目 既決予定額 今回補正額 比 較 増 減

千円 千円 千円
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及 び 支 出 見 積 書

4 事 務 費 75 職員給与費（一般職員　１名）

　給料 56

　手当 △ 1

　法定福利費 12

　退職手当組合負担金 8

4 事 務 費 852 職員給与費（一般職員　５名）

　給料 387

　手当 339

　法定福利費 68

　退職手当組合負担金 58

節
説　　明

千円

区　　分 金　額
千円
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Ａ Ｂ

令和６年度 令和６年度 Ｃ Ｄ

補正第３号 補正第４号 Ｂ－Ａ 伸び率

1 Ａ 営業収益 2,286,535 2,286,535 0 0.0%

2 １給水収益 2,249,000 2,249,000 0 0.0%

3 ２その他営業収益 37,535 37,535 0 0.0%

4 Ｂ 営業費用 2,536,754 2,544,118 7,364 0.3%

5 １原水及び浄水費 523,009 524,075 1,066 0.2%

6 ２配水費 414,251 415,507 1,256 0.3%

7 ３給水費 110,962 111,219 257 0.2%

8 ４業務費 183,033 183,165 132 0.1%

9 ５総係費 95,366 100,019 4,653 4.9%

10 ６減価償却費 1,185,374 1,185,374 0 0.0%

11 ７資産減耗費 24,759 24,759 0 0.0%

12 Ｃ 営業利益(△損失) (Ａ－Ｂ) △ 250,219 △ 257,583 △ 7,364 △2.9％

13 Ｄ 営業外収益 329,108 329,108 0 0.0%

14 １受取利息他 457 457 0 0.0%

15 ２負担金・補助金・補償金 20,108 20,108 0 0.0%

16 ３事務手数料 56,376 56,376 0 0.0%

17 ４長期前受金戻入 252,156 252,156 0 0.0%

18 ５雑収益 11 11 0 0.0%

19 Ｅ 営業外費用 150,278 150,278 0 0.0%

20 １支払利息 127,297 127,297 0 0.0%

21 ２雑支出 22,981 22,981 0 0.0%

22 Ｆ 経常利益(△損失) (Ｃ＋Ｄ－Ｅ) △ 71,389 △ 78,753 △ 7,364 △10.4%

23 Ｇ 特別利益 205 205 0 0.0%

24 Ｈ 特別損失 629 629 0 0.0%

25 Ｉ 当年度純利益(△損失) (Ｆ＋Ｇ－Ｈ) △ 71,813 △ 79,177 △ 7,364 △10.3％

26 Ｊ 前年度繰越利益剰余金(△欠損金) 338,113 338,113 0 0.0%

27 Ｋ
当年度未処分利益剰余金
（△未処理欠損金）

266,300 258,936 △ 7,364 △2.8%

９．損　益　計　算　書　の　推　移
（単位：千円）

列 項    目

比較増減
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（単位：千円）

Ａ Ｂ
列 項      目 令和６年度 令和６年度 Ｃ Ｄ

補正第３号 補正第４号 Ｂ－Ａ 伸び率

1 固 定 資 産 26,271,766 26,272,693 927 0.0%

2    有形固定資産 25,962,283 25,963,210 927 0.0%

3       土地 240,633 240,633 0 0.0%

4       建物 1,058,067 1,058,067 0 0.0%

5       構築物（配水管等） 21,661,861 21,662,713 852 0.0%

6       機械・装置 2,273,135 2,273,135 0 0.0%

7       車両運搬具 1,181 1,181 0 0.0%

8       工具・器具・備品 45,181 45,181 0 0.0%

9       建設仮勘定 682,225 682,300 75 0.0%

10     無形固定資産 9,483 9,483 0 0.0%

11     投資その他の資産 300,000 300,000 0 0.0%

12 流 動 資 産 2,687,790 2,682,967 △ 4,823 △0.2%

13    現金預金 2,366,388 2,361,565 △ 4,823 △0.2％

14    未収金 291,190 291,190 0 0.0%

15    貸倒引当金 △ 4,704 △ 4,704 0 0.0%

16    貯蔵品 34,916 34,916 0 0.0%

17 資 産 合 計 (1+12) 28,959,556 28,955,660 △ 3,896 0.0%

（単位：千円）

18 固 定 負 債 10,118,715 10,121,907 3,192 0.0%

19    企業債 9,915,404 9,915,404 0 0.0%

20    退職給付引当金 203,311 206,503 3,192 1.6%

21 流 動 負 債 971,097 971,373 276 0.0%

22    企業債(1年以内に償還期限が到来するもの) 713,442 713,442 0 0.0%

23    未払金 246,757 246,757 0 0.0%

24    賞与等引当金 10,898 11,174 276 2.5%

25 繰 延 収 益 6,039,880 6,039,880 0 0.0%

26    長期前受金 6,039,880 6,039,880 0 0.0%

27       受贈財産評価額 391,910 391,910 0 0.0%

28       工事負担金 101,745 101,745 0 0.0%

29       工事補償金 1,646,774 1,646,774 0 0.0%

30       国庫補助金 3,583,910 3,583,910 0 0.0%

31       県費補助金 22,214 22,214 0 0.0%

32       他会計負担金 121,346 121,346 0 0.0%

33       加入金 171,981 171,981 0 0.0%

34 負 債 合 計 (18+21+25) 17,129,692 17,133,160 3,468 0.0%

35 資  本  金 11,538,373 11,538,373 0 0.0%

36       固有資本金 60,092 60,092 0 0.0%

37       繰入資本金（出資金） 5,026,802 5,026,802 0 0.0%

38       組入資本金 6,451,479 6,451,479 0 0.0%

39 剰  余  金 291,491 284,127 △ 7,364 △2.5％

40    資本剰余金 25,191 25,191 0 0.0%

41       受贈財産評価額 15,904 15,904 0 0.0%

42       国庫補助金 9,287 9,287 0 0.0%

43    利益剰余金 266,300 258,936 △ 7,364 △2.8％

44       当年度未処分利益剰余金(△未処理欠損金) 266,300 258,936 △ 7,364 △2.8％

45 資 本 合 計 (35+39) 11,829,864 11,822,500 △ 7,364 △0.1％

46 負 債 ・ 資 本 合 計 28,959,556 28,955,660 △ 3,896 0.0%

10．貸 借 対 照 表 の 推 移
資産の部

比較増減

負債・資本の部
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